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平成２８年度 総合政策部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

部長 

  石原 知之 

●使命 

 私たち総合政策部は、重要施策の企画や総合調整を通じて、昨

年度策定した、第２次瀬戸内市総合計画後期基本計画の実現のた

め、市民の皆さんとの協働のまちづくりを進めるとともに、健全

で効率的な財政運営を図ります。 

 
●基本方針 
①市の将来像「人と自然が織りなすしあわせ実感都市 瀬戸内」の実

現を目指します。 

②移住・定住希望者への情報提供をするとともにワンストップで対応

できる体制を目指します。 

③市民協働のための新たな支援策について調査研究を進め、協働のま

ちづくりを推進します。 

所 管 課 企画振興課、財政課 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

１３人 １人 １４人 

一般会計      ３，６６９，４４５ 
千円 

特別会計           ４４,１８４ 
千円 

計 ３,７１３，６２９ 
千円 

（うち人件費） （ １０７,２３５ 千円） 

 

重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況 
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行財政改革の推進 普通交付税の減収が始まった中

で、高齢化に伴う経費の増加、ま

ちの未来の構築にかかわる予算の

確保など行政課題に的確に対応す

るため、歳入・歳出両面において

最大限の努力を行い、優先順位付

けを的確に行うなどメリハリのあ

る予算を編成することを目指し、

そのための仕組みづくりに取り組

みます。 

また、市民が将来にわたって安心

に暮らせるよう、引き続き健全な

財政運営を確保するとともに、中

期的財政見通しの改善を図ること

を目指します。 

・財政状況を踏まえ、予算の

重点的な配分を行います。 

また、行政改革プランで定め

た財政削減目標に向けた改

革・改善を実施していきま

す。 

・平成27年度決算目標値 

実質公債費比率：18％未満 

基金残高（財政調整基金・減

債基金）：５０億円 

・中期財政計画の策定 

・行政改革プランによる削減

目標額 

 平成28年度 175百万円 

平成27年度決算によ

る各財政指標は、次

のとおりです。 

・経常収支比率82.7％ 

・実質赤字比率 － 

・連結実質赤字比率 

        － 

・実質公債費比率 

      11.0％ 

・将来負担比率 

      58.6％ 

平成27年度末基金残 

高(財政調整基金・減債 

基金)56.4億円 

平成27年度決算によ

る各財政指標は、次

のとおりです。 

・経常収支比率82.7％ 

・実質赤字比率 － 

・連結実質赤字比率 

        － 

・実質公債費比率 

      11.0％ 

・将来負担比率 

      58.6％ 

平成27年度末基金残 

高(財政調整基金・減債 

基金)56.4億円 

平成27年度決算によ

る各財政指標は、次

のとおりです。 

・経常収支比率82.7％ 

・実質赤字比率 － 

・連結実質赤字比率 

        － 

・実質公債費比率 

      11.0％ 

・将来負担比率 

      58.6％ 

平成28年度末基金残 

高(財政調整基金・減債 

基金)56.0億円 
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況 
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移住・定住事業の

推進 

 

「瀬戸内市太陽のまち創生総合戦

略」による移住・定住施策を推進

するため、持続可能な移住者の受

け入れ体制を整備し、移住・定住

事業を促進します。 

 

・官民協働による移住ネット

ワーク協議会(仮)を創設し、

移住希望者に対してワンス

トップで対応できる体制を

構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き続き大阪、東京等で行

われる定住フェアに参加し

ます。 

相談者数 

Ｈ27年度実績：120人 

Ｈ28年度目標：120人 

・空き家の利活用を促進する

ため地域が行う活動に対す

る補助制度の創設を検討し

ます。 

対象団体数：3団体 

 

 

・協議会については、 

設置要綱、規約、業

計画案の作成構成団

体との調整は完了し

ました。12月初旬を

目途に協議会を設置

することとしていま

す。 

 

 

 

 

 

・定住フェアは今年

度9回を計画し、これ

まで4回終了し、現在 

53人の相談を対応し

ました。 

・空き家の補助要綱

は8月末に制定し、現

在運用を開始してい

ます。 

・本時期までの設置

を目指していました

が、関係者から中枢

となる事務局を当初

計画以上に強化して

おく必要があるとの

意見が集まったこと

から、組織編成を含

め再度調整中です。 

 

 

 

 

・定住フェアは今年

度9回を計画し、これ

まで8回終了し、現在

95人の相談を対応し

ました。 

・空き家の補助要綱

の運用を開始してい

ます。そのうち、協

働の移住推進体制整

備モデル事業（移住

体験住宅整備費補

助）についても募集

を開始しています。 

・市や IJU コンシェ

ルジュで構成を計画

する組織役員の専門

性や企画力等の機能

強化を中心に組織編

成を含め設置に係る

調整が続いていま

す。主体性のある持

続可能な組織となる

よう議論を深め、来

年度早い段階での設

置を目指します。 
 

・定住フェアは今年

度9回を計画し、これ

まで9回終了し、現在

112人の相談を対応

しました。 

・空き家の補助要綱

の運用を開始し、3

月末で居住に係る空

き家活用の補助金を

5 件交付し、5 世帯

11 人が入居しまし

た。また IJU コンシ

ェルジュに対して移

住体験住宅整備費補

助金を 1 件交付し、

移住者の受入体制が

充実しました。 
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況 
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地域公共交通施策

の推進 

公共交通は、急速に進展しつつあ

る高齢社会のまちにおいては、市

民の重要な移動手段です。 

市民・交通事業者と協働して交通

弱者を支える仕組みづくりを進

め、瀬戸内市地域公共交通網形成

計画による本市の実情に即した持

続可能な公共交通の確保に取り組

みます。 

・路線バスの利便性を高める

ため「虫明・長島愛生園線」

の増便図ります。 

・利用環境を改善するため乗

継拠点の整備を進めます。 

・市民及び観光客への情報提

供を行うためバスマップ、地

域内交通の利用の手引きを

作成します。 

・高齢者を対象とした公共交

通の乗り方教室（出前講座）

を開催します。 

 

・虫明･長島愛生園線

の増便は、ＪＲのダ

イヤ改正に併せて次

年度当初導入の予定

で事業者と調整中で

す。 

・乗継拠点整備は、

岡山県補助金の詳細

の公表が遅れたこと

で要望提出している

段階です。 

・既存交通網の利用

促進策は今年度中に

実施予定です。 

・それぞれの事業は、

交通会議で合意済み

です。 

・虫明･長島愛生園線

の増便は、平日2往復

増便することについ

て、事業者と具体的

な調整を行っていま

す。 

・乗継拠点整備は、

尻海バス停の整備に 

着手しました。 

・バスマップ（公共

交通マップ）を作成

中です。 

・2月から3月に開催

する高齢者学級（公

民館主催事業 /3会

場）で公共交通の現

状や将来像を説明

し、併せて利用促進

を行う予定です。 

・それぞれの事業は、

交通会議で合意済み

です。 

・虫明･長島愛生園線

の増便は、平日2往復

増便することが決定

しました。次年度6

月から増便運行開始

の予定です。 

・乗継拠点整備は、尻

海バス停の整備が完

了しました。 

・バスマップ（公共

交通マップ）の作成

が完了しました。公

共施設や観光施設等

で配布します。また、

交通事業者へも配布

の協力を要請しま

す。 

・高齢者学級（公民

館主催事業/3会場）

で公共交通の現状や

将来像を説明し、併

せて利用促進を行い

ました。 
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況 
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地域づくり施策の

推進 

市民と行政がお互いの主体性を尊

重して行動するとともに、対等・

平等のパートナーシップの形成と

協働体制を構築し、様々な公共的

課題の解決を図る仕組みづくりを

進めます。 

 

・住民自治組織育成のため新

たな市民活動支援策として、

一括交付金の導入について

の検討を行います。 

・「協働のまちづくり推進委

員会」での協議 

地域自治組織設置要綱

（案）の検討 

一括交付金（統合する補助

金）の検討 

市の支援体制の検討 

・「協働のまちづく

り推進委員会」を２

回開催し、地域自治

組織のエリア設定、

一括交付金の導入に

向けての検討、市の

支援体制の検討等を

行いました。 

 今後、各地域にお

いて説明会、ワーク

ショップを開催し、

周知を図ります。 

・地域自治組織設置

要綱（案）ついては、 

地域自治組織条例

（案）として推進委

員会において協議の

上、策定を目指しま

す。 

・「協働のまちづく

り推進委員会」を４

回開催し、地域自治

組織のエリア設定、

一括交付金の導入に

向けての検討、市の

支援体制の検討等を

行いました。 

・制度導入のための

説明会において、市

民から時期尚早との

意見があり、制度導

入の必要性と根拠を

示すため、年度中に

アンケート調査を実

施し、その結果を基

に小地域での説明会

を来年度の早い時期

に実施する予定とし

ています。 

・「協働のまちづく

り推進委員会」を４

回開催し、地域自治

組織のエリア設定、

一括交付金の導入に

向けての検討、市の

支援体制の検討等を

行いました。 

・制度導入のための

説明会を３回開催し

ました。 

・行政委員、３０～

３４歳、４０～４４

歳、６０～６４歳、

高校生に対してアン

ケート調査を実施し

ました。今後はその

結果を基に説明会等

の実施を検討する必

要があります。 

5 

太陽のまちシビッ

クプライド事業の

推進 

平成２７年度に地方創生先行型交

付金事業で実施したアンケートや

SNS 分析など調査事業の結果を受

け、今後の市のブランドイメージ

の構築を目指します。 

・市の保有するデータを公開

し、起業など市民活動に役立

てていただけるよう、ホーム

ページ内に各部署が保有す

る情報を集約したページを

構築します。 

 

・前年度の調査事業で得られ

た瀬戸内市のイメージ、強み

などを踏まえ、市の「ブラン

ド規程」を構築し、市民等に

周知を図ります。 

・保有データの公開

に当たり、既に各部

署が保有しているデ

ータを幹部会議での

検討用として収集を

開始し、今後の公表

に向けて内容を精査

しています。 

 

・ブランド構築の完

了を目指すことにつ

いては、地方創生推

進交付金を活用し、

今年度事業を発注予

定としています。 

・民間企業等が市内

のマーケティングや

市場調査等に活用し

ていただくことがで

きる保有データの公

開は、岡山県のデー

タカタログサイトを

活用する形での公開

を調整中。 

・地方創生推進交付

金を活用したブラン

ド規程の策定や、ロ

ゴマークの作成を実

施中。 

･岡山県データカタ

ログサイトへの参加

について県の説明会

に参加。 

･ロゴマークの作成、

ブランド規程のとり

まとめ、市民向けブ

ランドブックの作成

を完了した。新年度

以降の活用方法を検

討する必要がある。 


